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（三） （略） 

 

 

（四） （略） 

 

 

 

（五） （略） 

 

 

㉑ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて 

福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の内容については、別途通知（「福祉・介護職員処遇改善加

算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関する基本的考え方並

びに事務処理手順及び様式例の提示について」（平成 30 年３月

30 日付け障障発 0330 第２号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課長通知））を参照すること。 

 

（２） 重度訪問介護サービス費 

① 重度訪問介護の対象者について 

利用者の障害特性及び、社会福祉士等が既に把握している利用

者個人の状態や状況に応じたより適切な計画となるように、サ

ービス提供責任者に対して詳細な情報提供を行うこと。 

（三） 社会福祉士等は、（一）の「アセスメント」及び（二）の当該利用

者の特性に関する情報を踏まえて、サービス提供責任者に具体

的な助言を行い、居宅介護計画の作成に協力すること。 

（四） 本加算は、社会福祉士等が居宅介護事業所のサービス提供責

任者と同時間帯に訪問する初回の日から起算して 90 日以内で

上限３回まで、当該居宅介護計画に基づき支援した回数に応じ

て所定単位数を加算する。 

（五） 指定居宅介護事業所等からサービス事業所、指定障害者支援

施設等、医療機関等への支払いは、個々の契約に基づくものと

する。 

⑲ 福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の取扱いについて 

福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別

加算の内容については、別途通知（「福祉・介護職員処遇改善加

算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関する基本的考え方並

びに事務処理手順及び様式例の提示について」（平成 29 年３月

28 日付け障障発 0328 第１号厚生労働省社会・援護局障害保健福

祉部障害福祉課長通知））を参照すること。 

 

（２） 重度訪問介護サービス費 

① 重度訪問介護の対象者について 
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（一） 病院等に入院又は入所をしている障害者以外の障害者に対

して提供した場合 

区分４以上に該当し、次のア又はイのいずれかに該当する者 

ア 二肢以上に麻痺等がある者であって、障害支援区分に係る

市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令 

（平成 26 年厚生労働省令第５号。）別表第一における調査

項目のうち「歩行」、「移乗」、「排尿」、「排便」のいず

れもが「支援が不要」以外に認定されているもの 

イ 第 543 号告示の別表第二に掲げる行動関連項目の合計点

数が 10 点以上である者 

（二） 病院等に入院又は入所をしている障害者に対して提供した

場合 

（一）のうち、区分６に該当し、病院等へ入院又は入所する前

から重度訪問介護を利用している者 

    ② 重度訪問介護サービス費の算定について 

 重度訪問介護は、重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若し

くは精神障害により行動上著しい困難を有する障害者であって、

常時介護を要するものに対して、比較的長時間にわたり、日常生

活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の支援と

ともに、食事や排せつ等の身体介護、調理や洗濯等の家事援助、

コミュニケーション支援や家電製品等の操作等の援助及び外出時

における移動中の介護が、総合的かつ断続的に提供されるような

支援をいうものである。 

したがって、重度訪問介護については、比較的長時間にわたり、

区分４以上に該当し、次の（一）又は（二）のいずれかに該当する者 

（一） 二肢以上に麻痺等がある者であって、障害支援区分に係る

市町村審査会による審査及び判定の基準等に関する省令

（平成 26年厚生労働省令第５号。以下「区分省令」という。）

別表第一における調査項目のうち「歩行」、「移乗」、「排

尿」、「排便」のいずれもが「支援が不要」以外に認定さ

れているもの 

 

（二） 第 543 号告示の別表第二に掲げる行動関連項目の合計点

数が 10 点以上である者 

 

 

 

 

② 重度訪問介護サービス費の算定について 

重度訪問介護は、重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若し

くは精神障害により行動上著しい困難を有する障害者であって、

常時介護を要するものに対して、比較的長時間にわたり、日常生

活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の支援と

ともに、食事や排せつ等の身体介護、調理や洗濯等の家事援助、

コミュニケーション支援や家電製品等の操作等の援助及び外出時

における移動中の介護が、総合的かつ断続的に提供されるような

支援をいうものである。 

したがって、重度訪問介護については、比較的長時間にわたり、
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日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の

支援とともに、身体介護や家事援助等の援助が断続的に行われる

ことを総合的に評価して設定しており、同一の事業者がこれに加

えて身体介護及び家事援助等の居宅介護サービス費を算定するこ

とはできないものであること。 

ただし、当該者にサービスを提供している事業所が利用者の希

望する時間帯にサービスを提供することが困難である場合であっ

て、他の事業者が身体介護等を提供する場合にあっては、この限

りでない。 

また、外出時において、行動援護サービスを利用する場合の方

が適している場合にあっては、重度訪問介護に加えて、行動援護

サービス費を算定することは差し支えないこととする。 

 なお、病院等に入院又は入所中の障害者に重度訪問介護を行っ

た場合の重度訪問介護サービス費の算定については以下のとおり

とする。 

（一） 病院等に入院又は入所中には、健康保険法（大正 11年法律

第 70号）の規定による療養の給付や介護保険法（平成９年法

律第 123 号）の規定による介護給付等（以下「他法給付」とい

う。）が行われることなどから、重度訪問介護により提供する

支援は、利用者が病院等の職員と意思疎通を図る上で必要な支

援等を基本とする。なお、意思疎通の支援の一環として、例え

ば、適切な体位交換の方法を病院等の職員に伝えるため、重度

訪問介護従業者が病院等の職員と一緒に直接支援を行うこと

も想定されることに留意されたい。 

日常生活に生じる様々な介護の事態に対応するための見守り等の

支援とともに、身体介護や家事援助等の援助が断続的に行われる

ことを総合的に評価して設定しており、同一の事業者がこれに加

えて身体介護及び家事援助等の居宅介護サービス費を算定するこ

とはできないものであること。 

ただし、当該者にサービスを提供している事業所が利用者の希

望する時間帯にサービスを提供することが困難である場合であっ

て、他の事業者が身体介護等を提供する場合にあっては、この限

りでない。 

また、外出時において、行動援護サービスを利用する場合の方

が適している場合にあっては、重度訪問介護に加えて、行動援護

サービス費を算定することは差し支えないこととする。 
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なお、他法給付のうち、健康保険法の規定による療養の給付

を受けている患者については、保険医療機関及び保険医療養担

当規則（昭和 32 年厚生省令第 15 号）第 20条第７号において、

「保険医は、患者の負担により、患者に保険医療機関の従業員

以外の者による看護を受けさせてはならない。」と、介護保険

法の規定による介護給付を受けている入所者等についても、介

護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準

（平成 11年厚生省令第 40 号）等において、「介護老人保健施

設は、その入所者に対して、入所者の負担により、当該介護老

人保健施設の従業者以外の者による看護及び介護を受けさせ

てはならない。」等と規定されている。   

このため、病院等に入院又は入所中の利用者に対する重度訪

問介護の提供に当たっては、病院等との連携のもとに行うこと

を報酬算定上の要件としている。当該要件は、重度訪問介護に

より具体的にどのような支援を行うかについて、個々の利用者

の症状等に応じて、病院等で提供される治療等に影響がないよ

うに病院等の職員と十分に調整した上で行う必要があるため

に設けたものであることに留意されたい。 

また、入院又は入所中の病院等からの外出する場合の支援

（他法給付と重複しないものに限る。）についても重度訪問介

護を利用できるものであることに留意されたい。 

（二） 重度訪問介護従業者は、利用者との意思疎通を図ることが

できる者とする。 

（三） 入院又は入所中の病院等における支援等に当たっては、原
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則として、指定重度訪問介護事業所等と当該病院等が、利用者

の病状等や病院等が行う治療等及び重度訪問介護の支援の内

容について共有した上で行うこととする。 

（四） 入院又は入所した病院等において利用を開始した日から起

算して 90日を超えて支援を行う場合は、障害者へのコミュニ

ケーション支援等の必要性について、市町村が認めた場合に限

り、所定単位数の 100 分の 80に相当する単位数を算定する。

90 日を超える利用に当たっては、30 日ごとに、重度訪問介護

の必要性について市町村が認める必要があるものとする。 

    また、当該日数について、入院又は入所していた病院等か

ら利用者が転院する等により、意思疎通の支援等の必要性が

改めて認められる場合にあっては、転院先の病院等において

利用を開始した日から改めて起算するものとする。 

③ 重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有

する障害者であって常時介護を要する者に対する重度訪問介護に

ついて 

ア ①の（一）のイに規定する者については、行動障害に専門性を

有する行動援護事業者等によるアセスメントや環境調整などを

行った上で、重度訪問介護を行った場合に所定単位数が算定で

きるものであること。 

イ （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有

する障害者であって常時介護を要する者に対する重度訪問介護に

ついて 

ア ①の（二）に規定する者については、行動障害に専門性を有す

る行動援護事業者等によるアセスメントや環境調整などを行っ

た上で、重度訪問介護を行った場合に所定単位数が算定できる

ものであること。 

イ 従業者については、専門性を確保するため、重度訪問介護従

業者養成研修行動障害支援課程（指定居宅介護等の提供に当た

る者として厚生労働大臣が定めるもの（平成 18 年厚生労働省

告示第 538 号。以下「居宅介護従業者基準」という。）の別表


